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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第45期

第３四半期累計期間
第46期

第３四半期累計期間
第45期

会計期間
自 平成24年11月１日
至 平成25年７月31日

自 平成25年11月１日
至 平成26年７月31日

自 平成24年11月１日
至 平成25年10月31日

売上高 (千円) 7,123,173 10,643,387 10,128,561

経常利益 (千円) 1,439,479 3,025,893 2,393,920

四半期(当期)純利益 (千円) 897,052 1,873,908 1,482,881

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 847,400 847,400 847,400

発行済株式総数 (千株) 5,488 5,488 5,488

純資産額 (千円) 9,351,837 11,335,516 9,940,621

総資産額 (千円) 10,515,578 13,650,030 11,483,084

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 169.68 357.23 280.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 60.00

自己資本比率 (％) 88.9 83.0 86.6
 

 

回次
第45期

第３四半期会計期間
第46期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成25年５月１日
至 平成25年７月31日

自 平成26年５月１日
至 平成26年７月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 16.82 25.14
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の概要

当第３四半期累計期間（平成25年11月１日から平成26年７月31日まで)におけるわが国経済は、政府

の金融政策や経済対策への期待感から景気は回復基調にあるものの、消費税増税に伴う影響への懸念な

ど、企業を取り巻く環境は依然として不透明な状況で推移しております。

医療業界におきましては、高齢化により国民医療費が増大傾向にあり、病院・病床機能の分化、地域

連携の強化や在宅医療の充実等を通じて、医療機関は効率的で質の高い医療の提供を求められておりま

す。

当社は、医療の効率化や品質向上、地域連携に不可欠な統合系医療情報システムである電子カルテシ

ステムの開発・販売を中心に事業を展開し、東西のエリア担当が各地域へのきめ細かい営業活動を効率

的にかつ積極的に行い、受注を獲得してまいりました。

また、当社の強みである営業強化・製品拡充に繋がる既存顧客とのコミュニケーションの一環とし

て、既存顧客を対象に研修、勉強会等を開催しております。平成25年11月と平成26年５月にはクリティ

カル・パスの推進を目的とする「フレキシブルパス勉強会」を開催し、平成26年１月にはシステム管理

者を対象としてシステム管理業務に関する講義及び実際の端末操作を通じて、システム管理スキルの向

上を目的とする「システム管理者研修」を、大阪と東京で開催いたしました。

市場における有力企業数社における競争は激しさを増しておりますが、医療業界のシステム投資意欲

は回復傾向にあります。その結果、売上高は10,643百万円（前年同期比49.4％増）、利益面におきまし

ては営業利益2,984百万円（同114.8％増）、経常利益3,025百万円（同110.2％増）、四半期純利益

1,873百万円（同108.9％増）となりました。なお、セグメントの業績につきましては、当社は、医療情

報システム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。　

 
(2) 財政状態の分析

 (資産)

当第３四半期会計期間末の総資産につきましては、前事業年度末と比較して2,166百万円増加し、

13,650百万円となりました。主な要因は、現金及び預金691百万円の増加、売上債権396百万円の減少、

たな卸資産356百万円の増加、及び有形固定資産1,510百万円の増加によるものであります。なお、有形

固定資産の増加要因は、「新本社ビル」を取得したことであります。　

 (負債)

当第３四半期会計期間末の負債につきましては、前事業年度末と比較して772百万円増加し、2,314百

万円となりました。主な要因は、未払法人税等636百万円の増加、流動負債「その他」に含まれる未払

消費税等141百万円の増加によるものであります。　

 (純資産)

当第３四半期会計期間末の純資産につきましては、前事業年度末と比較して1,394百万円増加し、

11,335百万円となりました。主な要因は、四半期純利益1,873百万円、自己株式の取得168百万円及び第

45期利益剰余金の配当金317百万円によるものであります。　
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は224百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 主要な設備

前事業年度末において計画しておりました「新本社ビル」の設備投資について、７月31日時点で引渡

しを受けており、８月４日より事業を開始しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,952,000

計 21,952,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年９月５日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 5,488,000 5,488,000
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数 100株

計 5,488,000 5,488,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年５月１日～
平成26年７月31日

― 5,488,000 ― 847,400 ― 1,010,800
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  平成26年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社 ソフトウェア・
サービス

大阪市淀川区西宮原
一丁目７番38号

252,500 ― 252,500 4.60

計 ― 252,500 ― 252,500 4.60

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年４月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成26年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　　252,500 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　　5,234,300 52,343 ―

単元未満株式 普通株式　　　　　1,200 ― ―

発行済株式総数 5,488,000 ― ―

総株主の議決権 ― 52,343 ―
 

 

② 【自己株式等】

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間末までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成26年５月１日

から平成26年７月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成25年11月１日から平成26年７月31日まで)に

係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社では、子会社(１社)の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいため、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)第５条第２項により、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年10月31日)

当第３四半期会計期間
(平成26年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,129,283 2,820,496

売掛金 1,482,525 1,085,941

商品 249,475 532,619

仕掛品 263,060 336,798

その他 219,541 203,662

貸倒引当金 △1,458 △1,067

流動資産合計 4,342,428 4,978,452

固定資産

有形固定資産

建物（純額）
※ 1,043,292 ※ 988,133

構築物（純額） 15,497 14,447

工具、器具及び備品（純額） 51,696 44,641

土地 3,715,622 3,715,622

建設仮勘定 2,014,142 3,587,783

有形固定資産合計 6,840,251 8,350,628

無形固定資産 2,893 1,477

投資その他の資産

投資有価証券 145,165 166,037

関係会社株式 20,000 20,000

その他 132,346 133,434

投資その他の資産合計 297,511 319,471

固定資産合計 7,140,656 8,671,578

資産合計 11,483,084 13,650,030

負債の部

流動負債

買掛金 631,977 667,987

未払法人税等 212,166 848,264

前受金 173,697 137,154

その他 524,622 661,106

流動負債合計 1,542,463 2,314,513

負債合計 1,542,463 2,314,513

純資産の部

株主資本

資本金 847,400 847,400

資本剰余金 1,010,800 1,010,800

利益剰余金 8,303,215 9,859,915

自己株式 △248,460 △417,041

株主資本合計 9,912,954 11,301,074

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 27,666 34,442

評価・換算差額等合計 27,666 34,442

純資産合計 9,940,621 11,335,516

負債純資産合計 11,483,084 13,650,030
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成24年11月１日
　至 平成25年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年11月１日
　至 平成26年７月31日)

売上高 7,123,173 10,643,387

売上原価 5,099,010 6,967,449

売上総利益 2,024,163 3,675,938

販売費及び一般管理費 634,610 691,590

営業利益 1,389,552 2,984,347

営業外収益

受取利息 1,720 430

受取配当金 20,192 20,000

受取事務手数料 8,505 8,400

投資有価証券評価益 19,260 10,350

その他 2,046 2,711

営業外収益合計 51,724 41,891

営業外費用

その他 1,796 345

営業外費用合計 1,796 345

経常利益 1,439,479 3,025,893

特別利益

投資有価証券売却益 3,729 －

特別利益合計 3,729 －

特別損失

固定資産除却損 138 22

特別損失合計 138 22

税引前四半期純利益 1,443,070 3,025,870

法人税、住民税及び事業税 349,057 1,186,981

法人税等調整額 196,960 △35,018

法人税等合計 546,018 1,151,962

四半期純利益 897,052 1,873,908
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 前事業年度(平成25年10月31日)

有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、建物9,806千円であります。

 

当第３四半期会計期間(平成26年７月31日)

有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、建物9,806千円であります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成24年11月１日
至 平成25年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年11月１日
至 平成26年７月31日)

減価償却費 80,704千円 68,164千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成24年11月１日 至 平成25年７月31日)

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年１月25日
定時株主総会

普通株式 317,208 60 平成24年10月31日 平成25年１月28日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(3) 株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成25年11月１日 至 平成26年７月31日)

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年１月24日
定時株主総会

普通株式 317,208 60 平成25年10月31日 平成26年１月27日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

(3) 株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成25年12月19日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替え

て適用される同法第156条第１項の規定に基づき自己株式を168,520千円を取得し、また単元未満株式

の買取により、自己株式59千円を取得しております。

この結果、当第３四半期会計期間末において、自己株式は417,041千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 平成24年11月１日　至 平成25年７月31日)及び当第３四半期累計期間(自 

平成25年11月１日 至 平成26年７月31日）

当社は、医療情報システム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成24年11月１日
至 平成25年７月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年11月１日
至 平成26年７月31日)

１株当たり四半期純利益金額 169円68銭 357円23銭

  (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 897,052 1,873,908

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 897,052 1,873,908

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,286 5,245
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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平成26年９月４日

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士   石黒　　訓　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士   目細　　実　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

 

株式会社ソフトウェア・サービス

     取　締　役　会　御　中
 

 

 

 

 

 
 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ソフトウェア・サービスの平成25年11月１日から平成26年10月31日までの第46期事業年度の第３四半

期会計期間（平成26年５月１日から平成26年７月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年11月１日か

ら平成26年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソフトウェア・サービスの平成26年７月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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